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【要旨】
　平成17・18年をピークとするいわゆる平成の大
合併以降、全国の自治体では、誰もが安心して暮
らせるまちづくりに向けた取り組みや実践が活発
化してきているようにみえる。一方、この時期は
福祉の定義づけが、旧来の高齢者や障害者や生活
困窮者といった個別分野的な対象から、世帯や近
隣を含む小地域を単位とした支援体制づくりへと
展開されてきた時期でもあった。このため、福祉
のあり方についても、従来の行政主導型による
“受ける福祉”から、住民の参加・協力を不可欠
とする“つくりあげる福祉”へと移行してきてい
る。このような、福祉のまちを皆でつくりあげよ
うとする時代の到来にあたり、今、子どもたちの
動きが脚光を浴びている。子どもや学校を巻き込
んだ学びや実践のしくみの中に、これからのまち
づくりの可能性が秘められているといわれている
のである。本稿では、その中身にふれたのち、さ
しあたり学校現場における「総合的な学習の時
間」のあり方や活用法を通して、福祉のまちづく
りに向けた実践の可能性を検証する。
はじめに
　2002年度（平成14年）より全国の小・中・高校
では、完全週５日制がスタートした。同時に学習
指導要領も全面的に改訂され、各学校現場では、
ゆとりの時間を生かしながら、子どもたちに「生
きる力」を育む工夫が求められるようになった。
このため、年間授業時数の削減の他、新たに「総
合的な学習の時間」が設置され、以来、今年です
でに15年が経過しようとしている。
　この「総合的な学習の時間」に織り込むべき内
容ついては、すでに文科省より国際理解、情報、
環境、健康、福祉等の項目が例示されてはいる
が、この「時間」が、①近年の、いわゆる“いじ
め”や“不登校”や“ひきこもり”等の子どもを
めぐる諸問題への対応策の一環として検討されて
きた経緯があることや、②大学の教職（小・中）
課程では、すでに平成10年度より「介護等体験」
という名の教育プログラムを義務付けていること
で高齢者や障害児・者への向き合い方や理解の大
事さを体験した教員の養成をすすめていること、
③普通学級においても「発達障害」をかかえる子
どものたちへの対応策が近年、急速に関心を持た
れるようになってきていること等の諸事情を踏ま
えれば、私見では、この「時間」が“福祉”（福
祉を素材にした体験学習や地域貢献活動）を中心
に展開されてほしいと考えるところである。
　ところで、2005年～06年（平成17～18年）にか
けて全国的に実施された市町村合併（いわゆる
“平成の大合併”）は、あらためて地方自治とは何
か、また、まちづくりはどうあるべきかという問
いを全国の自治体や地域住民に投げかけた。市町
数の減少率が73.4％と全国一の高率を示す長崎県
の事情（１）も例外ではなく、まちづくりを巡る議
論の成果は、新市町建設計画や新市町基本計画
（マスタープラン）あるいは総合計画等の中に反
映されていくことになっていく。
　この時期、全国的に策定された市町単位のまち
づくり計画が標榜する最終目標は概ね共通してお
り、次のような文言に集約される。それは「誰も
が安心して暮らすことのできるまちづくり」をめ
ざすというもので、特にクレームのつけようのな
い包括的な表現である。なお、本稿で多用する
「福祉のまちづくり」は、この目標句とほぼ同義
の意味内容で使用している。
　さて、合併の時代から既に10数年の歳月が経過
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した今日、全国の各自治体では「誰もが安心して
暮らせるまち」にどれだけ接近できたか否かがそ
の効果を図る指標の一つになっている。こうした
時代の動向の中で、近年、地域における子どもた
ちの動きが脚光を浴びてきている。子どもが動け
ば親が動き、教師が動き、大人が動き、地域が動
く、そして、まちができる、という展開への期待
である。少なくともそのようなまちの作り方を紹
介した事例が全国的には数多く寄せられるように
なってきた。
　もともと子どもは、次世代のまちづくりの主要
な担い手でもあるのだから、この子どもたちを大
事に育てていくことは、次世代のまちづくりには
欠かせない。少子化で子どもの数が少くなればな
るほど、この視点は一層重視されねばならないよ
うに思われる。
　本稿は、こうした時代的な要請を踏まえなが
ら、「福祉のまちづくり」に向けた実践活動、と
りわけ子どもたちによる様々な地域活動を「総合
的な学習の時間」として捉え直した場合の可能性
や実施上の課題等について、主に長崎県内の諸事
例を基に論じたものである。
Ⅰ．福祉のまちづくりとは？　
１．住民参加の意義
　今日、全国の自治体が、ほぼ共通に掲げる「誰
もが安心して暮らすことのできるまち」とはどの
ようなまちをさすのだろうか。「誰もが」の中に
は、当然ながら、地域に住む乳幼児から高齢者ま
で、あらゆる世代の異なる状況にある人々が想定
されていることになる。そうした地域住民の一人
ひとりが漏れなく安心して暮らせるまちというこ
とは、様々な暮らしの悩みや課題に対して直ちに
必要な支援の手が差し伸べられる体制が完備され
ていなければならない。この状態は一般的には
「福祉のまちづくり」の完成イメージと重なる。
こうしたまちが、今、いたる所に「実現できてい
るか？」と問えば、答えはＮＯであろう。依然と
して全国のあらゆる地域には、いじめ、不登校、
児童虐待、貧困やひきこもり、自殺、介護難民、
高齢者への虐待、孤独死・孤立死等の諸問題が山
積しているのが実情なのではないだろうか。そう
だとするならば、わが国の殆どの「まち」は依然
として「福祉のまち」には程遠い状態なのであっ
て、これからも誰かが「つくっていくべき状態に
ある」ものということになる。では誰が「福祉の
まち」を「つくる」のだろうか。まちづくりは
「行政の仕事」と評される一方で、「福祉のまちづ
くり」については、行政（税金の活用と地方議員
や自治体職員の働き）だけで完遂できるようなも
のでもないことはすでに周知の通りである。
　その理由は一般にこう指摘されている。行政
は、①戸籍や転出入等の管理から、教育、住宅、
道路、上下水道、廃棄物、環境、観光、産業振興
等の公共サービスの他、②健康・保健・医療関連
の計画とサービス、③介護保険計画に基づく高齢
者福祉関連のサービス、④障害者福祉関連の計画
とサービス、⑤児童や家庭の福祉に関する計画と
サービス等の、いわゆる民生部門のサービスま
で、私たちの暮らしの様々な側面を支援する制度
を用意している。（図１の右手参照）
　これらの諸制度やサービスは、普段から住民誰
もがその細部まで熟知していて、いつでも活用で
きる状態であれば問題はないが、仮に住民の側に
は殆ど知られていないようなサービスがあれば、
そのサービスは当該住民にとっては「無きに等し
いもの」といわざるを得ない。例えば、生活保護
制度があるにも関わらず餓死してしまう親子。民
生委員や地域の見守りネットが配置されているに
も関わらず減少しない孤独死や孤立死。訪問介護
員が派遣されているにも関わらずゴミが回収され
ない世帯。通報等によって虐待の情報が把握され
ているにも関わらず一向に減少しない児童虐待の
死亡件数など枚挙に暇がない。こうした事態は、
制度の不備というよりは、制度を必要としている
住民が、必要な制度にうまくアクセス・活用でき
ていないか、または制度が適正に運用されていな
い場合に生じるケースといえる。とりわけ前者に
ついては、ニーズとサービスをつなぐ≪アクセス
そのもの≫に原因があり、この課題が解消されな
い限り、どれだけ制度が完備されようとも「誰も
が安心して暮らせるまち」には程遠いということ
になる。
　そこで、地域という生活の現場で、さしあたり
≪アクセス上の課題≫に対応する働きが期待され
ているのが、いわゆる住民の、住民による、住民
のための活動としての「住民参加」という名のサ
ポート部門であり、この仕組みを図１の図を使っ
て説明すると下記のようになる。
　図１の右手については、上記したように、行政
の役割を５本の指で指し示したものだが、指と指
との間にはもともと谷間が生じている。これは法
律や制度の谷間を意味しており、この隙間に散在
する暮らしの課題については、未だにサービスに
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アクセスされていない、従ってサービスがあるこ
とさえ気づいていない住民の存在（行政の立場か
らは「課題」をかかえる住民の存在に気づいてい
ない場合）が想定される。困ったことに、指は力
が入れば入るほど谷間は更に大きく開いていく。
こうした事態に右手だけで対応するにはもともと
無理があるのかもしれない。
　そこで、この谷間を解消する役割として、もう
一方の手、すなわち住民相互の動きを表す「左
手」の存在が必要となる。この左手は、住民の生
活の場としての地域全体をイメージしている。こ
のため、左手の手ひらには地域の様々な生活課題
が潜在し、同時に、それらの生活課題を解消する
ための支え手もまた左手の中に潜在化されている
ことになる。そこで、左手の中にある様々な生活
課題の情報を掘り起し、一か所に集約し、その種
別や難易度や緊急度別に分類整理したのち、必要
な支援のしくみへと繋いでいく働きが重要にな
る。この働きを担うのが親指の役割で、現実にそ
の役割を担うのは、例えば、面倒見の良いご近所
さんや世話役さん、或いは民生委員や自治会の役
員、又は行政の担当職員や地区社協の福祉活動専
門員など、要は誰が担ってもよい役割ではある
が、ニーズとサービスのマッチングを的確に果た
そうとするならば、コミュニティ・ソーシャル
ワーカーとしての専門的な技量が要件の一つとな
る。いずれにしても左手の動きの中では最も重要
なキーパーソンといえる。
　このキーパーソンの元に集約された生活ニーズ
の内、ご近所さんや住民同士で解決できそうな課
題のレベルを第３関節上の課題とする。次いで、
ＮＰＯやボランティア団体等への依頼によって対
応可能な課題は第２関節上の課題とする。最後
に、行政に依頼すべき課題や医者・弁護士などの
いわゆる専門家に依頼すべき課題については第１
関節上の課題とする。
　こうしてニーズとサービスが各段階でそれぞれ
に接点を持つことで、住民の動きであるこの左手
（自助又は互助）と、行政的な支援の部門である
右手（公助）が図１の下図のようにしっかりと重
なり合って隙間のない支援関係を作っていく。（２）
つまりニーズとサービスのアクセスが完了し、暮
らしの課題を官と民で支え合うしくみ（共助）が
できあがることになる。こう考えると、住民の動
き＝住民参加は、福祉のまちづくりにとっては不
可欠な要素であることがあらためて明確になって
くる。これが福祉のまちづくりに向けた住民参加
の意義と役割である。
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２．小地域の規模と数
　いわゆる「福祉のまちづくり」に向けた行政と
地域住民の役割をそれぞれ左右の手を使って説明
してきたが、この両者は実際のところは図１に示
すように、左右対象でしかも同じ大きさというわ
けではない。一つの市又は町の自治体が提供する
公共サービスの及ぶ範囲はいうまでもなく全市
（町）的でしかも公平でなければならず、その意
味で右手は、当該地域をカバーする大きな手が一
つあれば良いということになる。ところが、住民
参加を象徴する左手については、大きなものが地
域に一つだけあればよいというものではない。何
故なら右手の動きは行政組織による「仕事」であ
り、業務命令さえあれば動かざるを得ないのに対
して、左手の動きは、原則としてご近所さんやお
隣さんの自主性に委ねられた“奉仕活動”なので、
協力の意志がなければ動かない。つまり左手を動
かす場合は、有償の「仕事」とは違った別の論理
や動機づけが必要になってくるのである。
　その際に欠かせない環境上の要件として、顔と
名前の分かる人間関係の有無が近年注目されてい
る。普段から名前で呼び合える人間関係の絆の有
無が、地域単位の様々な動きの成否を左右すると
いうのである。この点については、阪神淡路大震
災や東日本大震災時の防減災に関わる生存率の違
いとしても報告されている。一般論だが、顔や名
前の分かる居住環境は、人口8,000人～10,000人
を境に、人口の増加とともに急激に低下していく
ことが指摘されている。とすれば、私見だが、左
手の大きさは人口8,000人（世帯数3,000戸程度）
を超えない程度、概ね小学校の校区（複数の自治
会や町内会を束ねた範囲）程度を上限として、そ
れ以上に区域を広げない方が望ましいということ
になる。すると、一つ市町については、少なくと
も小学校の数程度の左手のシステム数が必要に
なってくる（ただし人口や世帯数の違いでこの規
模は異なる）。このようにして左手、つまり住民
参加のしくみの単位は、その規模と配置数におい
て、右手の行政サービスとは大きく異なることが
分かる。
　上記した左手の区域を、近年では「日常生活圏
域」若しくは「小地域」と呼び、福祉のまちづく
りの基本単位として重視されている。こうした考
え方に基づき、合併後の平成19年３月、筆者の住
む諫早市では、原則小学校区を範囲として20の小
地域による地区社会福祉協議会（以下「社協」と
略す）が発足（図２）（３）。また隣町の大村市の場
合（図３）（４）は、全市を15の小学校区ごとに区割
りし、それぞれに住民懇談会が立ち上げられてい
る。
■20の地区社協区割図
（平成19年３月 諫早市社協作成）
【諫早市の人口】
　（平成27年10月１日現在）
●人　　口／13万8,078人
●世 帯 数／５万1,897戸
●高齢化率／27.1%
●要援護者数／3,143人
本野地区 高来地区
長田地区北小校区
諫小地区
上山地区
小栗地区
小野地区
森山地区
有喜地区
飯盛地区
真津山小校区
?????? 西小校区
上諫早
地区西諫早
地区 御館山
校区
喜々津
地区
多良見西地区
小長井地区
■15の小学校区住民懇談会の範囲
　※地区社協は中学校区単位に６か所……（平成23年４月）
【大村市の人口】
　（平成29年２月１日現在）
●人　　口／９万3,548人
●世 帯 数／３万7,428戸
●高齢化率／23.5%
●介護保険認定者／3,901人
黒木小校区
萱瀬小校区
福重小校区
松原小校区
竹松小校区 中央小校区
鈴田小校区
三浦小校区
大村小校区
東大村小校区
富の原小校区 放虎原小校区
西大村小校区
旭が丘小校区
三城
小校区
図２
図３
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３．まちづくりのプロセス
　「まちづくり」とは、そもそも中・長期的な時
間や年数を重ねながら、少しずつ形成を整えてい
く（改善を重ねていく）プロセスを指しており、
「福祉」（支援のしくみ）を基調としたまちづくり
に向け具体的にその手順を進めるにあたっては、
上記した小地域を基本単位として、図４に示すよ
うな概ね３つの段階を意識しておくことが重要に
なる。
【第１段階】（「支援の土壌づくり」の段階）……
　これから着手する福祉のまちづくりをスムーズ
に展開させるための意識づくりや絆づくりや環境
づくりに関わる取り組みの段階。まずは顏と名前
の分かる関係づくりが具体的な目標となる。取り
組み例としては、各種の祭りや伝統行事、地域独
自に考案された交流のための企画やイベント等が
該当する。これらの取り組みによって、知り合い
の数、つき合いの頻度、関わりの度合い、他人へ
の関心度、地域への関心度等がどう変化したか
が、まちづくりのプロセス評価の基準となる。
　◎実践例：
　　 長崎くんち（長崎市）、地域運動会（各地）、
伝統行事（各地）、挨拶プラス・ワン運動（対
馬市）、通学合宿（諫早市他）、車いす体験ラ
リー（諫早市）、ふるさと探検隊・田んぼの
教室（生月）、福祉のまちづくり子どもセミ
ナー（対馬市）、ふれあい学習（長崎県下）、
地域コミュニティ連絡協議会活動（長崎市）
等。
【第２段階】（「支援のしくみづくり」の段階）……
　地域に潜在化されている暮らしの課題や悩み事
を掘り起して、できるだけ顕在化させる。同時に
地域に暮らす支え手の方々にも表舞台に登場して
もらい、明るみになった「地域課題や悩み（をか
かえる人）」と「支え手」の両者をつなぐことで
支援のしくみの完成形を意識づける段階。取り組
み例としては、小地域単位での区割りや相談窓
口・交流拠点（交流カフェ等）の設置の他、地域
座談会や地域アンケートの実施、さらには民生委
員や自治会等の既存組織を活用した悩み事相談等
の動きなどが該当する。これらの取り組みによっ
て生じた、相談窓口や交流拠点の配置運営状況の
変化、地域住民による支援意識の変化、支援者数
や支援組織数の動向、民児協や自治会等の支援に
向けた意識や動きの変化等がこの段階におけるま
ちづくりの評価基準となる。
　◎実践例：
　　 お茶の間トーク（佐世保市）、ふくし発見・
よってみっか（上五島町）、やってみゅ～で・
わがまち座談会（長崎市）、校区社協による
区割（諫早市他）、民生委員活動（各地）、自
治会活動（各地）、コミュニティ・カフェ（各
地）、子ども食堂（各地）、地域アンケート
（各地）等。
【第３段階】（「支援の動きづくり」の段階）……
　第２段階で明るみに出された「地域の課題」と
「支え手」の両者をマッチングさせることで支援
のしくみを具体的に動かしていく段階。取り組み
例としては、①各種の方法で収集された地域課題
を、その種別や難易度や緊急度別に分類整理す
る。例えば、ご近所さんや住民同士で解決できそ
うな課題かどうか、あるいは地域の民生委員や支
え合いネットワーク（５）等での対応で可能な課題
かどうか、またはＮＰＯ法人やボランティア団体
等への依頼によって対応可能な課題かどうか、さ
らには行政に依頼すべき課題又は医者・弁護士等
の専門家に依頼すべき課題かどうかなどの分類整
理が必要。
　次いで、②分類された課題に最もふさわしい支
援策を一つずつ繋いでいく動きが必要になる。こ
れらの取り組みによって、住民の間に生じた支援
に関する意識の変化や支援策の利用頻度やその効
果等の変化、あるいは行政サービスに対する理解
度の変化、さらには暮らしの全体に対する安全度
や安心感の変化、そして当該地域における暮らし
やすさの意識の変化等がまちづくりの最終段階の
評価基準となる。尚、ここでのニーズとサービス
のマッチングによって地域のリスクマネジメント
を展開させていく視点については、近年、コミュ
ニティ・ソーシャルワークの名のもとに、より専
門的な技量が求められる傾向にあり、その担い手
を誰にするかという新たな課題も生じている。（６）
　◎実践例：
　　 支え合いネットワーク（各地）、ふれ愛ささ
え愛活動（雲仙市）、地域コミュニティ連絡
協議会活動（長崎市）、子ども食堂（各地）、
地域包括ケアシステム（各地）、社会福祉協
議会、自治会、民生委員、各種NPO法人、
ボランティア団体、医師、保健師、弁護士、
地域包括支援センター、各種相談機関、各種
行政サービス等による支援事業等。
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Ⅱ．福祉のまちづくりと総合的な学習の時間
１．子どもがまちづくりを担うメリット
　既に記したように、近年、様々なまちづくりの
現場で、子どもたちの動きや役割が注目されてい
る。その理由の一つとして、もともと子どもは、
時間の経過とともに、次世代のまちづくりの主要
な担い手になっていく存在でもあること。このた
め、まちづくりのビジョンが長期的であればある
ほど、現在の子どもたちを大事に育てていき、可
能な範囲でまちづくりの現場にも関わらせていく
手法は理に適っている。少子化で子どもの数が少
くなればなるほど、この視点はより一層重視され
ねばならないように思われる。
　もう一つの理由は、子どもが動けば親が動いて
くれる、教師も気になる、大人たちが子どものた
めだったらと重い腰をあげる、そして地域に動き
が出てくるようになり、まちづくりにつながる、
という展開への期待である。少なくともそのよう
なまちのつくり方を紹介した事例が、近年、至る
ところから寄せられるようになってきている。そ
こで次節では、ここ数年の間に長崎県内で実施さ
れてきたこの種の取り組み例を少し紹介したい。
２． 実践例に学ぶ、子どもが担うまちづくりの可
能性
（１） おもしろ科学実験（諫早市・真津山小校区
社協）
　諫早市の真津山小校区は、古くからの住宅地と
新興住宅地が混在する地域性のため、地区内の世
帯数と小学校の児童数は増加傾向にある一方で、
高齢化も確実に進行
している状況を踏ま
え、高齢者と子ども
の交流に関する下記
の二つの事業を平成
14年度よりスタート
させた。
　一つは「おもしろ科学実験」。この事業は自治
会長や民生委員、主任児童委員や福祉協力員など
が中心となり、住民ボランティア（主に高齢者）
が身近な鉛筆や風鈴などを使って手作りの実験道
具を作り、小学校の教室などで子どもたちに科学
実験遊びの楽しさを伝える企画である。高齢者と
子どもたちとの世代を超えた交流の深まりが目
的。開始からすでに15年を経過する今年（平成30
年）も年２回ずつ開催されている。参加者数は、
開始当初、子ども、保護者、学教教師、住民ボラ
ンティア・役員などのスタッフを合わせても総勢
20名程度であったものが、近年では各回平均60名
前後まで拡大している
　手作りの実験道具を使った科学実験遊びを通し
て、子どもたちからは「なぜ、どうして」という
素朴な疑問が飛び出し、その質問に対して高齢者
の側から分かりやすい返答が返ってくる。そのよ
うな家族のような会話のやりとりの中で高齢者と
子どもたちとの世代を超えたふれあいが深まり、
家庭だけではない地域での子育て支援にもつなが
る関係づくり、まちづくりが展開されている。（７）
（２）花だより事業（諫早市・真津山小校区社協）
　同地区社協を代表するもう一つの事業は「花だ
より事業」。これは市社協によって購入された花
の苗を婦人会などのボランティアが鉢植えし、そ
の花を地域で呼びかけられた子どもたちが民生委
員と連携しながら、地域内に住むひとり暮らしの
高齢者宅を一軒一軒訪問し、花に笑顔をそえて手
渡す活動。この事業も開始後10数年を数える。そ
の結果、地域内では次のような新たな動きが生じ
ているという。
　１つは、花を届けた子どもたちが、その花の成
長を尋ねたり水やりするために高齢者宅を頻繁に
訪れるようになったこと。２つ目は、そのこと
で、子どもと高齢者との間に自然なふれあいや会
話が交わされるようになったこと。３つ目は、高
齢者自身も花の世話や水かけのため庭先に出るよ
うになったこと。４つ目は、そのことで道を通る
近所の人たちとの会話が生まれるようになったこ
と。５つ目は、花に関する話題が町内に広がり、
会話が町全体に広がっていくきっかけになったこ
と。
　きっかけは小さな一つの花だが、そのことに
よって高齢者と子ども、高齢者と近所の住民、子
どもを含むすべての世代に新たな交流の輪が広が
り、ふれあいのある福祉のまちづくりに向けて大
きな相乗効果を生み出している点は注目に値す
る。（８）
（３）ふれあい学習（長崎県社会福祉協議会）
　この取組みは、厚生労働省が全国の都道府県社
協を対象に昭和52年から約30年間にわたり実施し
てきた補助事業としての「学童・生徒のボラン
ティア活動普及事業（福祉協力校指定事業）」に
代わるものとして、平成16年度より長崎県社協が
独自に始めた福祉教育事業で、一地域あたり３年
おもしろ科学実験での世代間交流風景
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間を期限とする小地域（概ね小学校区の範囲）指
定の補助事業である。指定は、毎年、県下３地域
ずつが対象となる。他県に例を見ないこの取り組
みによって長崎県は、学校指定の完結型福祉教育
から、学校を含む地域指定による「福祉のまちづ
くり」に向けた教育実践へと大きく舵がきられる
ことになる。（表１参照）（９）
表１　「ふれあい学習」の概要
１．実施主体／
　　社会福祉法人：長崎県社会福祉協議会
２．事業の実施手順／
　① 指定地区（該当する小地域）の属する市
町村社協を「ふれあい学習」推進地区と
して３年間指定する。
　② 市町村社協は指定地区に「ふれあい学習
推進協議会」を組織する。
　③ 推進協議会は、地区の福祉課題を明らか
にし、地区の特性を生かした「ふれあい
学習推進計画」を策定し、地域ぐるみの
協同実践にあたる事業を実施する。
　④ 推進協議会は、地区内の学校に対しても
「ボランティア協力校」として指定する。
　⑤ 指定を受けた学校は、地域との連携や協
同を重視した体験活動や貢献活動のため
の３年間の実施計画を作成・実施する。
　⑥ 推進協議会によって策定された「ふれあ
い学習推進計画」は、市町村社協が策定
する地域福祉活動計画等に反映させ、福
祉のまちづくりへの意識づけをはかる。
３．運営体制について／
　① 地区の行政、社協、公民館、教職員、各
種地域団体・住民等からなる「ふれあい
学習推進協議会」は、「ふれあい学習」の
円滑な実践に向けて、調査研究、情報交
換、 運 営 協 議、 研 究 発 表、 研 修 セ ミ
ナー、学習会等の開催、ボランティアの
養成、プログラムの開発や企画、福祉教
育サポーターの発掘・養成、必要な人材
のコーディネート、福祉教育のための
ネットワークの策定、経費の補助などを
実施する。
　② 「推進協議会」の委員は、県社協が毎年
実施する研修会や報告会等に出席するも
のとする。
　③ 「推進協議会」は、県社協が指定２年目
と３年目に実施する巡回指導を受けるも
のとする。
　④ 県社協は、「推進協議会」に対し、指定し
た市町村社協を通じて年額30万円の活動
補助金を交付するものとする。
　⑤ 指定を受けた市町村社協は、毎年年度末
に県社協に対し事業報告書を提出するも
のとする。
　従来の学校完結型の福祉教育が陥りがちであっ
た当事者不在の障害体験（車いす・アイマスク体
験等）の問題や、熱心な教師の異動等で左右され
る指導内容の課題等が、「ふれあい学習」の導入
によって、地域の資源活用の途が開かれたことで
大きく改善される道筋ができた。同時に「福祉の
まちづくり」に関わる実践でもあることを関係者
に促す役割をも担った。（10）
（４）通学合宿（諫早市・小船越町他）
　通学合宿とは、昭和50年代に始まった静岡県の
「仲よし学級」や福岡県庄内町（現飯塚市）の「通
学キャンプ」などが起源といわれ、現在では文科
省によって広く奨励されている「生きる力」等の
生活力を養う体験学習の一つ。全国の都道府県教
育委員会では補助事業として推奨してはいるが、
実施状況は地域によって格差がある。長崎県内は
比較的さかんで、例年50校程が実施。諫早市内の
実績校としては西諫早小学校の他、真津山小、高
来西小、小野小、有喜小、御館山小等の各校区が
実施している。
　通学合宿の内
容については、
地域によって多
少の違いはある
ものの、概ね10
～30名程度の子
どもたちが一緒に学校に通いながら、公民館など
に寝泊まりし、炊事や掃除などをすべて自分たち
で行う。期間中（概ね１週間以内）、この小学生
たちは、およそこれまで体験したことのないよう
な生活（親元を離れ、TV抜き、ゲーム抜き、マ
ンガ抜き、オヤツ抜き、自炊のみ、風呂は近所に
もらい湯の生活）をおくる。もちろん学校にも普
通に通う。また、期間中は原則自炊生活なので、
放課後は、買い物、調理、後片付け等を自分たち
で行わなければならない。そこで期間中の部活や
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習い事は原則中止。ただし、調理については一
部、自治会や婦人会の方にも手伝ってもらう。ま
た、おフロは大学生のボランティアと一緒に近所
にもらい湯に行く。湯あがりには、訪問先の方と
30分間ほど話をしてくることがルール。この間、
お茶だけはいただいても構わない（ケーキやアイ
スや果実やテレビなどは禁止）。宿題を終えた
ら、明日の準備をして寝る。４年～６年生までい
るので、きょうだいのような合宿。翌日は、毎
朝、遅刻をしないよう助け合いながら登校する。
この合宿の目的は、長崎県教育庁が作成している
ガイドブックによれば、①子どもの人間関係力や
生活力の育成と、②地域コミュニティの再生、の
二つであると記載されている。（11）
　以下、本県における通学合宿の標準モデル（県
生涯学習課）といわれている西諫早小学校区の実
践例を紹介したい。（表２参照）
表２　西諫早小学校区の通学合宿
　（平成24年度の場合）
【概要】
〇目的／
　①子どもの人間関係力や生活力の育成
　②地域コミュニティの再生
〇時期／平成24年10月14日〜19日（５泊６日）
〇場所／小船越第二公民館
〇参加児童／20名（小４〜６年）
〇運営形態／
　実行委員会方式
　（実行委員長は小船越自治会会長）
〇運営体制／
　 参加児童20名に対して、地域の協力員の延
べ人数は約400名
　※１人の児童を20人の大人がみる
　 （自治会役員、婦人会、PTA、子ども会、健
全育成会、小・中学校教師、大学生ボラン
ティア、近隣住民等の総数）
〇閉講後感想（一部）／
　 「お母さんがいなくても大丈夫、ちゃんと生
きていけるよ」
　 「お母さん、料理手伝えるようになったの
で、忙しいときは声をかけてね！」
　 「来年も、もう一度参加したい」（過半数の児
童より）
　筆者が出席したこの年の閉講式では、子どもた
ちから上記のような感想が異口同音に聞こえてき
た。わずか６日間の、両親の元を離れた生活体験
だが、主催者によると「子どもの人間関係力や生
活力」に確かな変化が生じていることが分かると
いう。また、運営体制については、参加児童20名
に対して、ボランティアを含む地域の協力員数は
400名を超えている。この数字の理由を主催者に
尋ねると、この企画を安定的に継続させるために
できるだけ個人負担の軽減をはかった結果、「１
人の児童を20人の大人がみる体制に落ち着いた」
との説明を受けた。子どもを活用した「地域コ
ミュニティ再生」への良き実践例といえるのでは
ないだろうか。
　上記した四つの実践例のように、近年、全国的
にも地域の社協や自治会や公民館等を拠点とする
小地域単位の世代を超えた共同実践が散見される
ようになってきている。これらの実践に共通して
いるのは、子どもを巻き込んだ活動への誘い、と
りわけ世代を超えた住民が互いに支えあうことの
大切さや喜びを実感しあうことによって、自らの
活動が子や孫の世代を見据えた地域づくりやまち
づくりにも連動しているという意識を形成させて
きている点である。この視点は、先にふれた福祉
のまちづくりの第１段階にあたる支援の土壌づく
りに該当するものと考えられる。このような実践
例の効果から、「子どもによるまちづくりの原則」
として、下記の三点を提案しておきたい。
【子どもによるまちづくり三原則】
　①必ず大人を巻き込むこと
　② 子どもの、子どもによる、地域のため
の活動であること
　③継続的に実施すること
３．総合的な学習の時間の実施課題
　小・中・高等学校の福祉教育に関する会合や福
祉を担当する複数の教師たちから聞こえてくる
「福祉」を素材とした総合的な学習の時間や体験
学習等の実施課題を集約すると、概ね下記の５項
目にまとめられる。
（１）時間、人手、要領、経費の困難な福祉教育
　学校完結型で実施とすると、まず時間枠の問題
がでてくる。通常は45～50分の授業枠なので、福
祉現場への見学を設定しただけでも、学校からの
往復だけで20～30分かかるとすれば、現場での学
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びや交流の時間は殆ど無くなる。また福祉の指導
を担当できる専門家がどの学校にもいるとは限ら
ないので、指導の要領がよく分からない。新たに
学び直す時間をつくることも多忙な先生方には厳
しい。さらにはモデル事業や研究校としての指定
がなければ経費の捻出も困難等の課題が山積して
いる。
（２）熱心な教師の異動で左右される福祉教育
　意欲的で熱心な教師のいる学校は、確かにそれ
なりの成果をあげているが、一たび異動で他校に
転出されると、途端に火が消えたようにモチベー
ションが低下してしまう傾向がある。福祉教育が
組織的な運営になっておらず、特定の教師の個人
的な努力に依存し過ぎている場合や、地域との連
携が取れていない場合に起こり得る。
（３）当事者に接近できない疑似体験
　福祉協力校の時代から、福祉教育の指定を受け
た際に、学校がほぼ例外なく実施する学習プログ
ラムに障害の疑似体験がある。いわゆる車イス体
験、アイマスク体験、手話・点字体験、さらには
高齢者体験などがある。ところがその体験は、障
害のある当事者がその場に不在の場合が多く、一
様に“できない人”体験でとどまる場合が少なく
ない。つまり、できる「私」とできない「障害
者」との違いや格差を体験的に学習させ、この格
差を「支援」によって埋めることが福祉教育の狙
いでもあることを学ばせようとするのだが、その
場合、人間存在の同質性（人間はみな平等）の理
解という最も大切な視点が抜け落ちてしまうこと
になる。
（４）一過性で散発的な福祉教育
　上記したように、体験学習が学校完結型で行わ
れると、時間がない、人手が足りない等の理由で
頻繁に実施することが困難となる。いきおい施設
見学は２～３年に１回程度で済まされる場合も少
なくない。一方、小・中・高等学校で実施される
車いす体験等の学習も、学校種ごとに切断されて
おり、それぞれ同じ内容やレベルの繰り返しの場
合も少なくない。つまり発達段階に応じた学習目
標やステップアップしていく学びの継続性などが
殆ど意識されていない。
（５）福祉教育の質を担保する評価の課題
　体験学習の評価については、一般によく用いら
れるのが「感想文」である。内面の心情的な変化
を読み取る一つの方法ではあるが、評価がそれの
みでとどめられると体験学習の効果測定としては
不十分な場合がある。例えば体験学習の内容が、
人を対象とした支援活動であれば、支援の受け手
が支援をどう受けとめたか、どの程度役に立った
かなどの評価もほしい。また企画やイベントの実
施者からの運営上の評価や、本人が活動に利用し
たあらゆる素材等をファイリングしたポートフォ
リオ評価（複合的・総合的評価）なども質的評価
を補う評価法として必要なのではないだろうか。
４．総合的な学習の時間の可能性と展開
（１）学習指導要領の基本方針
　現行学習指導要領によると、その基本方針につ
いては、学んだ知識が、実生活で本当に役立つ知
識や技能となるために、①知識や技能を「習得」
する、②習得した知識や技能を「活用」する、③
新しい課題を「探求」するとし、この「習得」「活
用」「探求」のバランスのとれた学習を重視する
ことが大切。また教育目標としての「生きる力」
は、今後も重視していく、と記されている。（12）
　この基本方針を踏まえながら、総合的な学習の
時間の概要を解説すると次の様になる。総合的な
学習の時間とは、これまで修得した知識や技能を
横断的・総合的に「活用」し、体験的または協働
的な学習課程を通して課題の設定や情報の収集、
整理・分析、まとめ・表現等の「探究」のプロセ
スを重視した学習課程である。（13）このような基本
方針をおさえながら、以下、総合的な学習の時間
の可能性と展開を、幾つかの改善点の提案ととも
に論じていきたい。
（２）“ともに生きる力”を目標に据える
　現行の学習指導要領では「生きる力」を教育目
標の一つに掲げているが、本稿の「福祉のまちづ
くり」の文脈では、この「生きる力」の前に「と
もに」という言葉を加え「ともに生きる力」（長
崎県社協では平成９年当時からすでにこの用語を
使っていた）を福祉教育の目標にすべき点を提案
しておきたい。というのも、“まちづくり”は単
に自己充足的な能力の啓発にとどまるだけでは完
成しない。そこには他者との関係性や協同性を起
点とした課題発見や解決のための“支えあう力”
が共通に求められている。そのことを「ともに生
きる力」という表現で強調することには意味があ
ると考えられるためである。
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（３） 福祉体験学習とボランティア活動とを分け
て考える
　現行の学習指導要領では、総合的な学習の時間
において「ボランティア活動などの社会体験を積
極的に取り入れること」（14）との表現で、授業とし
ての強制性や評定を伴う「総合的な学習の時間」
の中に、本来、自主的・主体的活動であるべき
「ボランティア活動」を同列に記載している点は
多少疑問が残る。現場の教師や生徒からの混乱も
あることから、試案ではあるが「総合的な学習の
時間（福祉体験学習）」と「ボランティア活動」
とを分けて考えることを提案したい。もともと
“地域貢献”や“体験活動”などの要素を共通に
かかえるこの２つの用語は、それゆえに学校現場
では、しばしば混同されて使われる傾向があっ
た。しかし、自発性を基準に据えればこの両者間
には明白な違いがあり、この矛盾を解消するため
には両者の使い分けが必要とされる。
　さらに使い分けの理由はそれだけにとどまらな
い。もしこの両者を“「福祉体験学習」から「ボラ
ンティア活動」へ”、という＜展開＝プロセス＞
で捉えることができれば、福祉教育の効果は一層
大きなものとなる。なぜなら、“福祉のまちづく
り”に向けられた人づくりの営みは、単に散発的
な「体験」のみでは達成されない。そうではなく
て、“まちづくり”という目的へと方向づけられ
た継続的な＜展開＝プロセス＞こそが福祉教育の
基本とならなければならないからである。そうで
あれば、この両者の区別とその展開は殊のほか重
要であると考えられる。“学校で種を蒔き、地域
で育てる”、あるいは“地域で種を蒔き、地域で
育てる”、その役割分担と継続的な営みの一貫性
こそ、あらゆる世代に関わる福祉教育のプロセス
でなければならないと考えられるからである。
（４） 発達段階ごとの目標設定と、その達成状況
を見守る組織と連携を組む
　「福祉のまちづくり」という観点で、これまで
修得した知識や技能を横断的・総合的に「活用」
しながら、体験的または協働的な学習課程を通し
て「探究」を深めようとする総合的な学習の時間
の展開にとって、発達段階ごとの学習目標の設定
は重要である。ただし、現段階では、文科省に
よって明確に規定されたものがあるわけではな
い。そこで本稿では、各地の実践例から筆者が抽
出したものを試案として提示しておきたい。
表３　発達段階ごとの学習目標例
発達段階 学習目標
●小学生
・異世代間の交流等によって感動
体験を重ねる
・他人を思いやる心や支えあいの
大事さに気づく
・地域にある様々な生活課題に気
づく
●中学生
・多様な人間関係の中で自己をみ
つめる
・社会的有用感や自己肯定感を高
める
・地域の生活課題の背景や原因を
考える
●高校生
・地域にある課題への対応力を身
につける
・地域の課題を自分の生き方の中
に取り込む
・コミュニケーション能力や表現
力を養う
●地域住民 ・上記のすべて
　上記した発達段階ごとの学習目標については、
その達成状況を誰が見守り、どう評価していくか
という課題が残る。例えば一人の児童生徒に対し
て、一つの学校又は一人の教師が、表３に示すよ
うな成長のプロセスを段階的に辿りながら見守っ
ていくことはかなり困難となる。とすれば、普段
から学校種の違いを超え、地域全体を俯瞰できる
立場で、子どもたちの成長等を見守っている組織
や団体と、各学校が連携を組むという方法があ
る。この場合の組織や団体として、第一に推奨し
たいのが地域の社会福祉協議会（「社協」）であ
る。なぜなら社協は、①本来、地域の福祉教育を
推進し、福祉のまちづくりを担う拠点でもあるこ
と、②このため社協には福祉教育の専門家が配置
されており、福祉教育の教材等も無料で借用する
ことができること、③小・中・高校などの学校種
の違いを超え地域の福祉教育の動きを俯瞰できる
立場や役割が期待されていること、などの理由に
よる。
　従って、学校がこのような地域組織をどう活用
するかによって、教育効果には大きな違いが生じ
ることになる。 
（５）評価について
　一般に、総合的な学習の時間を活用した体験学
習や地域貢献活動については、その評価法として
よく用いられるのが「感想文」である。そこで、
「福祉のまちづくり」や交流体験学習に特化した
― 56 ―
福祉のまちづくりと総合的な学習の時間　～実践例に学ぶ「ともに生きる力」～
「感想文」の評価や振り返りのポイントを下に少
しまとめてみた。
　まず、感想文を無規制的に自由に書かせるので
はなく、表４のような幾つかのポイントやテーマ
を設定し、発問に回答していく形で書かせること
によって、課題の設定、情報収集、整理、分析等
の探究のプロセスをたどる（総合的な学習の時間
のネライ）ように振り返ることができる。
　このポイントを踏まえながら作成した評価シー
トが表５である。
表４　感想文や振り返りのポイント
① 今回の活動で何を学んだか、自分がどう変
えられたか。
② 今回の活動で相手に迷惑をかけたことはな
かったか。
③ 今回の活動で嬉しかったことや感動したこ
とがあれば、なぜ嬉しくなったり感動した
のか、その理由を書き足しなさい。またそ
うした状況は、何がきっかけになって生ま
れたと思いますか。思いつくまま書いてみ
ましょう。
　（→他人を思いやる気持ち）
④ 今回の活動をもっと効果的に行うための改
善点について書いてみましょう。
　尚、体験学習や地域貢献活動を評価する場合、
「何回参加したか」という参加回数等の量的評価
よりも、この活動で「何を学んだか」「自分がど
う変えられたか」という質的評価（自己形成評
価）に重心を置くことが重視される。さらに、活
動が支援や貢献である場合、その対象となる当事
者や現場からの効果測定調査やリフレクション評
価を加えたり、ポートフォリオや「体験学習ワー
クブック」等を活用した複合的・多面的な総合評
価が相応しい場合も少なくない。
　加えて、活動への継続を促す意味では、体験学
習を行う児童生徒への励ましや慰労の言葉かけ、
さらには社会的有用感の自覚を促すための多様な
“支援的評価”も状況に応じて忘れないようにし
たい。
表５　校内・地域・施設等での交流を
　　中心とした体験学習の評価例
導入・動機づけ
１． この活動（授業、企画）は、どんなことを学習
する時間だと思いますか。
２． この活動で、どんなことがしたいですか。
交流体験評価・問題意識
３． あなたは何人の人と交流をもちましたか。　　
（話をしましたか。知りあいになりましたか。）
４． あなたが交流をもった人は、どのような暮らしを
していましたか。（年齢、性別、住所、家族など）
５． あなたが交流をもった人は、どのような生活上
の悩みや願いをもっていましたか。
６． その人の生活上の悩みや願いは、なぜ生じると
思いますか。
７． どういう支援があれば、その人の悩みや願いは
解決できるでしょうか。
８． そのような人に対して、あなたにできることは
何かありませんか。
事後の自己評価・振り返り
９． この活動を行う前と後で、自分の中におきた変
化があれば書いてください。
　　 （例：「人とかかわる活動」については、「めん
どくさい」と思っていたものが「楽しい時間と
思える」ように変わった）
①   については  だったものが
 のように変わった。
②   については  だったものが
 のように変わった。
③   については  だったものが
 のように変わった。
10． この活動で何を学びましたか。問９を参考に
しながら、まとめてみましょう。
11． この活動を通して、家族や皆に伝えたいと思
うようになったことがあれば、書いてみてく
ださい。
12． 自分の役割で、どんなことが他人に喜ばれた
と思いますか。
13． 自分の行動で、他人に迷惑をかけたかもしれな
いと思うようなことは、ありませんでしたか。
14． 活動がもっと効果をあげるためには、今後、ど
のような内容をつけ加えたらいいと思いますか。
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（６）地域資源を活用する
　前節でふれた５つの実施課題は、その殆どが学
校完結型の実践であったことを理由に生じている
ものと考えられる。とするならば、企画検討ので
きるだけ早い時期に、地域の社会資源といわれて
いる様々な組織や団体（社会福祉協議会、教育委
員会、公民館、子ども会、婦人会、育成会、老人
会、NPOボランティア、民生委員・児童委員、
自治会・町内会、高校生や大学生によるボラン
ティア）等に積極的に参加・参画いただき、知恵
や工夫や人手などの支援を請うたり、障害のある
当事者の方々にも直接学校に来ていただき、教室
で児童生徒たちとの交流を深めてもらうことで一
面的な障害者観や高齢者観を克服していく展開が
期待される。また、団塊の世代の方々には、伝統
遊びや地域文化の伝承活動、子育て相談支援活
動、環境保全活動、交通安全活動、野外体験活
動、稲作・野菜づくり体験活動、児童虐待防止活
動、防災・防犯活動など、多様な参加メニューを
もって学校や教室に乗り込んで頂きたい。（15）この
ように地域の人々が普段から学校を支えるしくみ
を作っていければ、熱心な教師の有無や異動には
関係なく福祉のまちづくりに向けた一定レベルの
福祉教育が持続的に提供できるのではないかと思
われる。
おわりに　
　子どもは次世代のまちづくりの大事な担い手。
そんな子どもたちが、ちょっと動けば、親が動
く、教師が動く、大人が動く、地域も動く、そし
てまちができる。そうであれば、分節・孤立化し
つつある地域やコミュニティや家族を再生・復興
させる役割として“子どもを地域の鎹（かすがい）
に”できないだろうか。子どもに、まちづくりの
役割を担ってもらえないだろうか、というのがも
ともとの本稿のモチベーションであった。そのた
めの要件や対応策を、ここでは私見を交えながら
書かせて頂いた。 
　結論としては、地域の社会福祉協議会をはじめ
とする関係団体などが「まちづくり」に向けた関
与度を一層高めながら“学校で種を蒔き、地域で
育てる”或いは“地域で種を蒔き、地域で育てる”
プロセスを丁寧に辿っていくことができれば、そ
して、それに学校現場や子どもたちが真摯に応え
ることができれば、私たちの想いは実現に至るの
ではないかと考える。
　体験的な協働活動によって探究を深めていく総
合的な学習の時間という名のカリキュラム。その
特性を活かしつつ、誰もが安心して暮らせるまち
づくりに向けた更なる前進に期待したい。
〈註〉
 
（１） 総務省の統計によると1999年（平成11）には
3232あった全国の市町村数が、合併の時期を
経た11年後の2010年（平成22）には1727へと
減少。中でも長崎県は79の市町数が21になり
減少率73.4%は全国トップ。
（２） 中野作成の図については、諫早市編『地域福
祉計画』2007年２月７p、諫早市社協編『かん
しゃプラン(地域福祉活動計画)』2007年３月
３pの他、長崎市・長崎市社協編『やってみゅ
~で・わがまちささえあいプラン(地域福祉計
画・活動計画)』2011年３月２pにも掲載。
（３） 諫早市社協編『かんしゃプラン(第３次諫早市
地域福祉活動計画)』2017年3月45～47pをもと
に中野作成。
（４） 大村市民生委員・児童委員連合会編「一般研
修会配布資料」2017年３月をもとに中野作成。
（５） 長崎市女の都西部自治会では、地区社協と連
携しつつ2006年５月より８つの支援グループ
と対象グループをつなぐ「支えあいネット
ワーク事業」を開始。以後、この仕組みは、
小地域における福祉のまちづくりのプロセス
ゴールの一つとなっていく。
（６） 厚労省によると地域包括ケアシステムの実施
が求められている全国の自治体では、2018年
度を期して介護予防や生活支援サービスを担
当する「第１層・第２層生活支援コーディネー
ター（地域支えあい推進員）」の配置が義務づ
けられている。社会福祉士、社会福祉主事資
格または経験年数等の要件を基に自治体が嘱
託・臨時職員などで採用する。
（７） この事業を含む真津山小校区社協の取り組み
は全国的にも高く評価され、平成19年度全国
社会福祉協議会会長賞を受賞。
（８） 真津山小校区社協の取り組み状況や写真の説
明については、2008年度日本地域福祉学会・
地域福祉優秀実践賞推薦に関する提出書類を
一部参考にした。
（９） 長崎県社会福祉協議会編「“ふれあい学習”推
進地区指定事業実施要綱」（『ふれあい学習推
進地区指定事業報告書』2007年３月74～76p所
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収）。
（10） 「ふれあい学習」事業については、残念ながら
財政的な諸事情で平成23年度の指定地区の期
限をもって終了。
（11） 長崎県教育庁生涯学習課編『ながさきの通学
合宿ガイドブック』2012年３月。
（12） 平成20年～21年改訂の文科省学習指導要領の
基本方針。平成23年度より小・中・高校の年
次進行で実施された。
（13） 文部科学省『高等学校学習指導要領』（平成29
年告示）641p「第４章 総合的な探究の時間」。
（14） 文部科学省『中学校学習指導要領』（平成29年
告示）161p「第４章 総合的な学習の時間」。
（15） 宮崎県都城市教育委員会と市立山田中学校が
実施している「コミュニティ・スクール」の
実践が参考になる。地域住民が組織した「学
校支援ボランティアの会」が学習支援や読み
聞かせ、伝統芸能の指導や世代間交流などの
様々なプログラムを企画し、学校や教室に入
り込んで実践する。学校支援コーディネー
ターが学校と教委と「ボランティアの会」の
３者の連携を調整している。
